
注目のキーワード「金融レジリエンス」

　資産形成というと、NISAや株式投資などで「お金を増やす」ことに目が向きがちです。一方、物価上昇や失業、病気、災害
など、家計には予期せぬ出来事が生じます。特にたくわえが十分でない世帯では、長期的な投資に先立ち、急な出費や収
入減に対応できる生活防衛資金の確保も重要です。こうした備えは、投資した資産を不利な時期に取り崩すことを避け、長
期的な資産形成を続けるための支えにもなります。したがって資産形成には、「どれだけ資産を増やせるか」だけでなく、

「家計が予期せぬショックにどれだけ耐え、そこから立て直せるか」という視点も欠かせません。家計がショックに耐える力
の重要性は、近年のコロナ禍や物価上昇を経て、改めて認識されています。
　こうした視点に関わる概念の一つが「金融レジリエンス」です。金融レジリエンスとは、経済的なショックに直面しても生
活を維持し、立て直す力を指します。OECD/INFEの国際調査では、「主な収入源を失った場合に、借入れや転居をせずに
生活費をどのくらいの期間まかなえるか」「月収に相当する大きな支出を、借入れや家族・友人からの援助なしに支払える
か」といった設問で測定しています。
　もっとも、生活を立て直すために必要なのは、金融面での備えや対処力だけではありません。困難な状況を受け止め、適
応し、立ち直っていく心理的な力、すなわち「心理的レジリエンス」も重要です。
　また、どれだけ備え、計画を立てていても、将来には予測できない部分が残ります。収入や物価、金利、投資収益、家族状
況は不確実で、資産形成に絶対安心の「唯一の正解」はありません。そこで参考になるのが「ネガティブ・ケイパビリティ」で
す。これは、すぐには答えの出ない状況や、不確実性、曖昧さに直面しても、性急に結論を求めず、その状況に耐えながら考
え続ける力を意味します。
　経済的なショックに備え、対処し、生活を立て直す「金融レジリエンス」。困難な状況に心理的に適応し、回復する「心理的
レジリエンス」。そして、不確実性と付き合いながら考え続ける「ネガティブ・ケイパビリティ」。これら三つの力をあわせて育
むことが、不確実性の高い時代における資産形成を支える重要な視点ではないでしょうか。�

（資産運用調査部　研究員　小林 菜）

　時の政府にとっては鬼門とされる米国の中間選挙が11月3日に行われる。1934年以降の23回の中間選挙を
振り返ると、現職大統領の政党が上下両院とも議席を増やしたのは1934年のF.ルーズベルト大統領と、2002年
のG.W.ブッシュ大統領の2回しかない。ルーズベルト大統領は大恐慌下のニューディール政策、ブッシュ大統領は
9.11同時テロへの対応がそれぞれ支持された。因みに、その23回の選挙のうち、下院の議席数を増やしたのは前
述の2名のほかには、1998年のクリントン大統領だけである（同選挙では上院の議席数は変わらなかった）。一方、
上院については前述の2名の他に、1962年のケネディ、1970年のニクソン、2018年のトランプ、2022年のバイ
デン各大統領が議席を増やしている。下院に比べ、上院で政権が議席を増やしているケースが多い背景には、1回
の選挙における上院の改選議席数は全体の3分の1であることが影響している。
　さて、こうした過去のケースを振り返ると、中間選挙では余程の実績や追い風が無いと、下院議席数を減らす結
果となる厳しい「中間テスト」ということがわかる。現トランプ政権は物価高やイラン問題で国内の批判も高いこと
から、過去の例に倣えば下院共和党の議席数は減少する可能性が高い。現在の議席数は、下院（全435議席）では
共和党は218、民主党は214議席（無所属共和党員1、空席2）と、両党の議席数は拮抗し、逆転の可能性は十分に
ある。これに対し上院（全100議席）では、共和党は53議席を有しているが、そのうち22議席が改選対象と、守るべ
き議席数が多い。
　米国の各種世論調査では、下院のみならず、上院でも民主党が過半数を奪還するとの見方もある。上下両院で
民主党が過半数を握る事態となれば、向こう2年間のトランプ政権は予算案を中心に厳しい政策運営を迫られ、債
券市場や株式市場への悪影響も危惧される。 � （嶌峰 義清）
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